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　人種差別の思想に基づく立法は，南ア連邦の成立以
前に遡る。南アにおいては，古くから，どのような政
治体制下においても，非白人に対して，白人との政治
的，経済的平等を認めることを拒んできた。もっと
も，南アにおける法制度の基本となったローマ，オラ
ンダ法Roman－Dutch　Lawは，元来は人種差別とは
関係なく，また，科学的合理的見地からすれば，人種
差別政策を推進する法制を認めることはできない。
　しかし，南アの実定法は，各国や国連のたび重なる
非難にも拘らず，依然人種差別を維持している。
　1885年のトランスバール法律第3号，1919年の同法
修正法，1950年の人口登録法，1962年の同法修正法以
来の南アの法律制度を検討した。
（もっとも，南ア共和国は連邦制をとっているので，
連邦法のほか，（1）ケープ州，（2｝トランスバール州，（3）
ナター一一・ル州，（4｝オレンジ自由州の4州の法律があり，
事項によっては州法を検討する必要がある）。
　1885年のトランスバール州法律第3号と1919年の同
法修正法第37号によれば，アジア人種に属する老は，
すべてトランスバール州において不動産を所有するこ
とを禁止されていた。
　1950年の人口登録法は，法律用語として「アジア
人」Asiaticという表現をさけ，人種区別として，〔1）
白人，（2）有色人co1・ured，（3）土着民nativeに3分類
し，有色人と土着民についてさらに細分類していた。
　1959年の総督令Proclamation第46号および1961年
の同令第27号は，上記の人口登録法第5条2項に基づ
くものであるが，次のものは，同法の目的上，有色人
グループに属するとしている。
　｛1）ケープ，有色人，グループ
　｛2）マレー・グループ
　㈲　グリカ。グループ
　（4）中国人・グループ
　⑤　インド人・グループ
　（6）その他のアジア人・グループ
　（7）その他の有色人・グループ
　この「その他のアジア人・グループ」とは，総督令
によれば，「その者の郷里national　homeが，中国，
イγド，パキスタン以外のアジアのいずれかの地方・
地域にあるか，または，アジア人種の一員として事実
上または一般的に認められているすべての人」として
いる。
　これに対して，1950年の人口登録法上「白人」white
personとは，「外見上明白に白人であるか，または，
一般に白人として受容されている者」としている。
（その結果，Durbanに居住していた中国人の孫氏を
めぐる事件で，人種分類委員会は，1961年，同氏は白
人として受け入れられていたという宣誓供述書に基づ
いて同氏を白人と認める旨決定した）。
　1962年の人口登録修正法は，このような旧法の例外
的認定の余地を塞ぎ，白人についても有色人について
も，外見と一般的受容の両者を同時に考慮しようとい
う政府の意図により制定された。
　修正法は，「白人」を次のように定義した。「白人と
は，（a）外見上明白に白人であり，かつ一般に有色人と
して受け入れられていない者，もしくは，（b）一般に白
人として受け入れられ，かつ，外見上も明白に白人で
なぐはない者，をいう」。
　次に，南アフリカ移民規制法上「禁止移民」pr・hi－
bited　immigrantsの概念がある。
　1913年の移民規制法（その後1部修正）の第4条第
1項によれば，内務大臣によって経済的理由，生活水
準または生活習慣から連邦または特定州の要求資格に
合致していないとみなされる個人または階級に属する
者で，南ア領域内に立入り，または，同領域内で発見
された者，あるいは，ある州では合法的移民である
が，他州に立入り，もしくは他州で発見されたことに
より不法住民となるようなものは，すべて連邦もしく
は他州との関係で，禁止移民となる。
　そして，1949年の南ア市民権法第3条により，「南
アメリカ市民権法が施行された日以降，移民に関する
諸法により禁止移民とされない者で，南アで生れた者
は，南ア市民South　Africa　Citizenとなる。但し，
前項の場合でも，父親が外交特権免除を有しかつ南ア
市民でないか，父親渉南ア実定法上禁止移民に該当す
る場合には南ア市民とはならない」としている。
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